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Abstract 
For Japanese renewable energy policy, we propose the introduction of solar power generation in agricultural land, as a policy 
with great potential effects on energy independence, creation of employment, contribution to local economies, etc. Our estimate
demonstrated that only a relaxation of regulations, without spending taxpayer’s money, would create one million jobs, improve 
energy independence by 30% of total power generation in Japan, and help economic growth by 3% of annual GDP. 
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１．はじめに 
















































































































































毎年の発電量を 1kW あたり 1100kWh とすると、
1100×300=33 万 kWh。これを 25 円で売電すると、




































年間給与 200 万円以下のサラリーマンはこの 10 年
で 151万人増え、貯蓄が 200万円に満たない世帯の
割合は全世帯の 15％に及んだ。 











これは原子力発電(2010 年度発電実績 2600 億
kWh)の発電量を超える。あるいは、原子力発電がほ
とんどとまった 2012年度の火力発電の 4400 億 kWh 
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分、燃料費として 4.4 兆円の 4 分の 3、3.3 兆円の
輸入燃料の節約になる。 
また、太陽光発電 1000kWh 当たり、年間約 300t
の CO 削減効果があると言われているので、年間約
10億 tの CO が削減できる。 
これらの効果が 40年にわたって継続されると、 
燃料輸入額は 132兆円の減少につながり、貿易収支
の改善になる。また、CO は 400 億 t 削減され、温
暖化対策となる。 
Ｃ：経済効果 
太陽光発電のパネルが 3 億 kW の規模で設置され
ると、75兆円の事業となる。 
10 年間に単純分割されて工事されると仮定する
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